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第１  事業概要 

１．事業名称 

かつらぎ町役場庁舎建替及び賑わいの創出に係る官民連携事業（以下「本事業」という。) 

 

２．公共施設等の管理者の名称 

かつらぎ町長 中阪 雅則  

 

３．本事業の目的 

和歌山県かつらぎ町では、耐震性能の不足や老朽化など、様々な課題や問題点を抱えてい

る役場庁舎について、「かつらぎ町庁舎建設検討委員会」における検討や様々な経緯を経て、

現在の場所に嵩上げ等の浸水対策を講じたうえで新庁舎を建設する方針で、令和６年２月に

「かつらぎ町新庁舎建設基本構想」を策定した。 

新庁舎建設にあたっては、単に「庁舎を建設する」という視点ではなく、庁舎建設をまち

づくりの手段として捉え、民間資本による事業用地内への商業施設の誘致を進め、新たな賑

わいの創出を目指している。そのため、庁舎と商業施設等の一体的なエリア整備に向けて、

官民連携により取り組みを進める方針である。 

その整備の手法は、民間の創意工夫の発揮による公共サービスの質の向上と財政負担の縮

減を図ることが可能となる「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律（平成 11 年法律第 117 号。以下「PFI 法」という。)」に基づく PFI とし、既存施設の解体

撤去や新庁舎の整備、新庁舎の維持管理等を行う事業（以下「PFI 事業」という。)、並びに

事業用地の一部を活用した商業施設の整備運営やイベント等実施及び誘致等を行う事業等

（以下「民間収益事業」という。)を一体的に行うこととする。 

 

４．事業内容 

事業コンセプト 

人々が集い賑わいのある場所に 

多様な世代が集い、住民のみなさんが笑顔と活気にあふれる「かつらぎ町の拠点」となることを目指す。 

 

基本的な考え方 

安心・安全な庁舎 

来庁者や職員等が安心して利用できる安全性を備え、災害発生時には

活動拠点としての機能を発揮するとともに、災害発生後も行政機能を

維持できる機能を備えた安心・安全な庁舎とします。 

すべての人が利用し

やすい庁舎 

行政サービスの拠点として、バリアフリー化やユニバーサルデザイン

を取り入れたすべての人が便利で利用しやすい庁舎とします。 

機能的で柔軟性のあ

る庁舎 

分散化している行政機能の集約による合理化を図り、多様化する行政

需要に対応するとともに、将来の変化に柔軟に対応できる機能性を有

した庁舎とします。 
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環境に配慮した庁舎 

省エネルギー化や省資源化などの環境負荷低減対策を行い、再生可能

エネルギーの活用などを通じて脱炭素化に取り組んだ環境に配慮し

た庁舎とします。 

議会施設の整備 

議会運営が円滑に実施できるように配慮した施設整備を行うととも

に、バリアフリー化やユニバーサルデザインを考慮した傍聴席の設置

などを取り入れた議会施設とします。 

 

事業用地 

  事業用地の概要は以下に示すとおりである。 

所在地 かつらぎ町大字丁ノ町 2160 番地 

敷地面積 15,114 ㎡ 

土地所有者 かつらぎ町 

用途地域 白地 

建蔽率 70％ 

容積率 200％ 

主なハザード 紀の川洪水浸水想定区域 
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施設等の要件 

施設の基本的な要件は次のとおりである。 

延べ面積 3,700 ㎡以上 

構造 指定無し 

階数 3 階を想定 

耐震安全性の基準 
構造体：Ⅱ類（重要度係数Ⅱ＝1.25）以上 

建築非構造部材：A類  建築設備：甲類 

 

業務内容 

本事業で選定された事業者が行う主な業務は次のとおりである。 

①PFI 事業 

ア 全体マネジメント業務 

イ 調査業務 

・地質調査 

・アスベスト調査 

・電波障害調査 

・周辺家屋調査 

ウ 設計業務 

・基本設計 

・実施設計 

エ 工事監理業務 

オ 建設業務 

・購入地の整地 

・新庁舎建設工事 

・新庁舎周辺施設解体工事 

・新庁舎周辺外構工事 

カ 新庁舎開庁準備業務 

・建物の引渡し業務 

・開館式典実施業務 

キ 維持管理業務 

・建築物・建築設備保守点検業務 

・警備業務 

 

②民間収益事業 

・商業施設整備運営業務（任意） 

・イベント等実施及び誘致業務（任意） 

・新庁舎内自動販売機等運営業務 （必須） 

・その他民間収益事業者による提案業務（任意） 
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事業方式 

本事業は、PFI 法に基づき、PFI 事業者が町と事業契約を締結し、施設の設計及び建設等を

行った後、町に所有権を移転し、事業期間中における施設の維持管理業務等を遂行する方式

（BTO 方式)により実施する。なお、PFI 事業者による SPC の設立は任意とする。 

民間収益事業のうち商業施設整備運営事業を実施する事業者は商業施設の整備及び所有を

目的として、町と事業用定期借地権設定契約を締結することとし、民間収益事業者の提案金

額をもとに同契約に定められた土地貸付料を町に支払うものとする。 

また、イベント等実施及び誘致業務は地方自治法（昭和 22 年法律第 67号)第 238 条の４第

７項の規定に基づき、当該業務を行う事業者へ行政財産の目的外使用許可を行う。この場合

における使用料については有償とする。新庁舎内自動販売機等運営業務は、事業者が町に販

売手数料を支払うこととする。 

 

事業期間 

事業契約の締結日から 2050 年 3 月末までの期間とする。 
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第２  町自らが本事業を実施する場合と PFI 方式により実施する場合の評価 

１．評価方法 

PFI 事業として実施することにより、公共サービスの水準の向上を期待できること及び事業

期間を通じて町の財政負担の縮減を期待できることを選定の基準とした。具体的には、次の手

順により客観的評価を行った。 

ア 町の財政負担見込額による定量的評価 

イ PFI 事業として実施することの定性的評価 

ウ 上記による総合的評価 

 

なお、町の財政負担見込額の算定にあたっては、将来の費用と見込まれる財政負担の総額を

算出のうえ、これを現在価値に換算することにより評価を行った。 

 

２．町の財政負担見込額による定量的評価 

町が財政負担見込額算定の前提条件 

町自らが本事業を実施する場合及び PFI 事業として実施する場合の財政負担見込額の算定に

あたり、設定した主な前提条件は次のとおりである。 

なお、これらの前提条件は、町が独自に設定したものであり、実際の事業者の提案内容を制

約するものではない。 

項目 町自ら実施する場合 PFI 事業として実施する場合 

財政負担の主

な内訳 

・調査費 

・設計費 

・工事監理費 

・建設費 

・解体撤去費 

・維持管理費 

・起債金利 

・リスク調整費 

・調査費 

・設計費 

・工事監理費 

・建設費 

・解体撤去費 

・維持管理費 

・起債金利 

・民間金利 

・SPC 関連費 

共通事項 

・設計建設期間  ：2年 9 カ月（調査期間等は除く） 

・維持管理運営期間：20年 7 カ月 

・割引率     ：1.57％ 

・物価上昇率   ：考慮しない 

資金調達に関

する事項 

・起債 

・償却期間 30年 

 ・調達金利は起債の近年動向を勘

定して設定 

・一般財源 

・起債 

 ・町自ら実施する場合と同一 

・PFI 事業者の自己資金 

設計、建設、 同規模・同用途の他事例の実績及び 町が自ら実施する場合に比べて、PFI
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項目 町自ら実施する場合 PFI 事業として実施する場合 

工事監理等に

関する費用 

市場調査結果等を勘案して設定 事業者による創意工夫の発揮により、

一定割合のコスト縮減が見込まれる

ものとして設定 

維持管理に関

する費用 

同規模・同用途の他事例の実績等を

勘案して設定 

町が自ら実施する場合に比べて、PFI

事業者による創意工夫の発揮により、

一定割合のコスト縮減が見込まれる

ものとして設定 

 

財政負担見込額の比較 

上記 (1) の前提条件に基づいて、町自らが実施する場合及び PFI 事業として実施する場合の

財政負担見込額を、事業期間中にわたり年度別に算出し、現在価値換算額で比較した結果は次

のとおりである。 

項目 町自ら実施する場合 PFI 事業として実施する場合 縮減値 

財政負担見込額

（現在価値） 
3,554,245 千円 3,447,024 千円 107,221 千円 

指数 100.00％ 96.98％ 3.02％ 

 

３．PFI 事業として実施することの定性的評価 

本事業を PFI 事業により実施する場合、町の財政負担額縮減の可能性といった定量的な効果

に加え、次のような定性的な効果が期待できる。 

 

効率的・効果的な庁舎建設、継続的な公共サービスの提供 

 設計、建設及び維持管理の一部を一括で性能発注することから、PFI 事業者の幅広い事業能力

や提案内容を活用し、効率的かつ効果的な庁舎の整備並びに安定的かつ継続的な公共サービス

の提供だけでなく、直営事業と PFI 事業の一体的なマネジメントも期待できる。 

 

賑わい創出 

事業コンセプトである「人々が集い賑わいのある場所に」を実現するために、商業施設の誘

致やイベント実施・誘致等、地域の賑わい創出への効果が期待できる。 

 

４．総合評価 

本事業は、PFI 事業として実施することにより、町自らが実施する場合に比べ、事業期間全体

を通じた町の財政負担額について、3.02％の縮減を期待することができるとともに、効率的か

つ効果的な庁舎建設及び継続的な公共サービスの提供や賑わい創出も期待することができる。 

したがって、本事業を PFI 事業として実施することが適当であると認められるため、PFI 法

第 7 条の規定に基づき、特定事業として選定する。 


